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５．賃貸型応急住宅の供与 

（１）制度概要 

 

◆ 概要 ◆ 

 
応急仮設住宅の供与は、建設型応急住宅の建設の他、民間賃貸住宅を借上げて供与するもの（賃貸型応急

住宅）又はその他による供与がある。 
 

【災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準 
(平成 25年 10月１日内閣府告示第 228号) (最終改正：令和元年 10月 23日) (抄)】 

（避難所及び応急仮設住宅の供与) 
第２条 法第４条第１項第１号の避難所及び応急仮設住宅の供与は、次の各号に掲げる施設ごとに、当該各
号に定めるところにより行うこととする。 
二 応急仮設住宅 

応急仮設住宅は、住家が全壊、全焼又は流出し、居住する住家がない者であって、自らの資力では住
家を得ることができないものに、建設し供与するもの（以下「建設型応急住宅」という。)、民間賃貸
住宅を借上げて供与するもの（以下「賃貸型応急住宅」という。)、又はその他適切な方法により供与
するものであること。 
イ 建設型応急住宅 
（1) （略) 
（2) 一戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、実施主体が地域の実情、世帯構成等に応じて設

定し、その設置のために支出できる費用は、設置にかかる原材料費、労務費、付帯設備工事費、輸
送費及び建築事務費等の一切の経費として、571 万 4 千円以内とすること。 

（3) ～（5)（略) 
（6) 建設型応急住宅を供与できる期間は、完成の日から建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号)第 85

条第３項又は第４項に規定する期限までとすること。 
（7)（略) 
 
ロ 賃貸型応急住宅 
（1) 賃貸型応急住宅の一戸当たりの規模は、世帯の人数に応じてイ（2)に定める規模に準ずることと

し、その借上げのために支出できる費用は、家賃、共益費、敷金、礼金、仲介手数料又は火災保険
等その他民間賃貸住宅の貸主又は仲介業者との契約に不可欠なものとして、地域の実情に応じた額
とすること。（※１） 

※１ ただし、光熱水費、駐車場料及びペット飼育追加料等については自己負担を原則とする
（令和２年５月、災害救助事務取扱要領）。 

（2) 賃貸型応急住宅は、災害発生の日から速やかに民間賃貸住宅を借上げ、提供しなければならない
こと。 

（3) 賃貸型応急住宅を供与できる期間は、イ（6)と同様の期間とすること。（※２） 
※２ 供与期間の上限は原則２年としている（令和２年５月、災害救助事務取扱要領)。 

【参考】 
○「災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定等について」 
（平成 24 年４月 27 日 社援総発 0427 第１号 国土動第 47 号 国住備第 35 号） 

○「災害時における民間賃貸住宅の活用（「手引書」の取りまとめ）について」 
（平成 24 年 12 月４日 社援総発 1204 第１号 国土動第 127 号 国住備第 157 号）        

○「災害時における民間賃貸住宅の活用について」 
（http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000013.html） 
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◆ 賃貸型応急住宅の供与方法 ◆ 

 
東日本大震災、平成 28 年熊本地震及び平成 30 年 7 月豪雨においては、都道府県による賃貸型応急住宅へ

の入居の募集開始の公表をもって、被災者自らが宅建業者の協力の下に意向にあった民間賃貸住宅を探す方
式（以下「被災者自らが探す方式」という。)により、賃貸型応急住宅の候補を見つけた上で、都道府県に賃
貸型応急住宅としての供与の申込を行い、賃貸型応急住宅として供与するための要件への適合性の審査を経
て、決定・供与されたケースが多く見られた。 
一方、自ら賃貸型応急住宅の候補としての民間賃貸住宅を探すことが困難な高齢者・障害者等の被災者に

ついては、都道府県・不動産関係団体が協力して、その意向にあった民間賃貸住宅を探し、賃貸型応急住宅
として決定・供与する方式（以下「マッチング方式」という。）で対応してきたところである。 
 

◆ 賃貸型応急住宅の契約方法等 ◆ 

 
 賃貸型応急住宅の契約方式、契約者及び入居申込書の提出先については、以下の方法等が考えられる。 
 
■ 賃貸型応急住宅の契約方法等 

項目 検討・調整しておくべき内容 
① 契約方式 「普通建物賃貸借契約」 又は 「定期建物賃貸借契約」 

② 契約者 

「３者間契約」 
（所有者・都道府県・被災者での賃貸借契約) 

又は 
「２者間契約」 
（所有者・都道府県との賃貸借契約、都道府県・被災者との使用貸借契約) 

③ 入居申込書の提出先 都道府県・市町村 又は 宅建業者 
 
 
① 契約方式 
災害救助法による救助は現物をもって行うことを原則としており、都道府県が契約主体（借主）となる。

契約方式は、普通建物賃貸借契約と定期建物賃貸借契約の２通りがある。 

供与期間が原則２年間と決まっている賃貸型応急住宅の契約方式としては、一般的には定期建物賃貸借契
約が適している。 

ただし、賃貸型応急住宅の供与期間(延長される場合はその期間)が終了するまでに定期建物賃貸借契約で
定めた期間が満了した場合、当該満了をもって当該契約は終了するため、継続して賃貸借するには別途新た
な契約を締結する必要があることに留意する。 
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【参考．普通建物賃貸借契約と定期建物賃貸借契約】 
 
■ 普通建物賃貸借契約と定期建物賃貸借契約との違い 

契約方式 普通建物賃貸借契約 定期建物賃貸借契約 
契約の形態 ・書面でも口頭でも可能。 ・公正証書による等の書面による（当事者間で作

成した書面でもよい)。 
【借地借家法第 38 条第 1 項】 

・「更新がなく、期間の満了により終了する」こ
とを、契約書とは別に、予め書面を交付して説
明しなければならない。 

【借地借家法第 38 条第 2 項】 
・「更新がなく、期間の満了により終了する」こ
とを、契約書とは別に、予め書面を交付して説
明をしなかった場合、契約の更新がないことと
する旨の定めは無効となる。 

【借地借家法第 38 条第 3 項】 
契約期間の制限 ・制限なし（平成 12 年 3 月 1 日よ

り前の契約は最大 20 年)。 
【民法第 604 条】 

・契約期間を１年未満とした場合は
「期間の定めがない」とみなす。 

【借地借家法第 29 条】 

・制限なし（１年未満の契約も可能)。 

更新の有無 ・正当事由がない限り更新される。 
【借地借家法第 28 条】 

・更新されない。 
・継続して賃貸借するには、当事者間の合意によ
り、別途新たな契約を締結することが必要とな
る。 

契約で定めた期
間の満了にあた
っての手続き 

・（契約期間が１年以上の場合)当事
者が相手方に更新をしない旨の
通知又は条件を変更しなければ
更新をしない旨の通知をしなか
ったときは、従前の契約と同一条
件で契約が更新される。 

・ただし、更新される期間について
は定めがない。 
【借地借家法第 26 条第 1 項】 

・（契約期間が１年以上の場合)契約で定めた期
間の満了によって終了する旨を、期間の満了の
１年前から６カ月前までの間に通知する。 

【借地借家法第 38 条第 4 項】 
・当該通知後、６ヵ月の経過により明渡し請求が
可能。 

賃借料の増減に
関する特約の効
力 

・契約当事者は、賃借料の増減を請
求できる（賃料増額請求特約は借
主に不利なものは無効) 

【借地借家法第 32 条】 
 

・賃料改定特約の定めに従う。 
【借地借家法第 38 条第 7 項】 

 

中途解約の可否 ・契約当事者からの解約の申し入れ
は、期間の定めがない場合はいつ
でも可能。       

 【民法第 617 条】 
・契約当事者からの解約の申し入れ
は、期間の定めがあっても、特約
があれば可能。 

【民法第 618 条】 
・所有者からの解約申し入れは、正
当事由が必要。 

【借地借家法第 28 条】 

・床面積が 200 ㎡未満の居住用建物で、やむを
得ない事情により、生活の本拠として使用する
ことが困難となった借主からは、特約がなくて
も中途解約が可能。 

【借地借家法第 38 条第 5 項】 
・上記以外の場合は、中途解約に関する特約があ
れば、その定めに従う。 
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■ 普通建物賃貸借契約と定期建物賃貸借契約の場合の契約から明渡しまでの流れ 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

物件の確認・入居申込

・所有者（又は宅地建物取引業者による代

理）による定期建物賃貸借契約である旨の

書面の交付、説明

・宅地建物取引業者による重要事項説明

賃貸借契約の締結

（公正証書等の書面による契約）

入居

期間満了の１年前から６か月前

までの所有者による終了の通知
（期間が１年未満の定期建物賃貸借

契約の場合は不要）

契約の終了

部屋の明渡し・敷金の精算

再
契
約

物件の確認・入居申込

宅地建物取引業者による重要事項説明

賃貸借契約の締結

入居

部屋の明渡し・敷金の精算

契約の終了

借主の解約申入

更新

更新しない※

更新する

※正当な事由がない限り、所有者からの

解約・更新拒絶はできない。

定期建物賃貸借契約普通建物賃貸借契約
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② 契約者 
賃貸型応急住宅の場合、１つの物件に係る契約者としては３者の場合（３者間契約）と２者の場合（２者

間契約）の２種類が想定される。 

【３者間契約と２者間契約について】 
 ３者間契約 ２者間契約 

概要 

・賃貸住宅の所有者、都道府県知事及び当該
賃貸住宅に入居する被災者の３者で賃貸
借契約を締結 

・賃貸住宅の所有者及び都道府県知事の２者
で賃貸借契約を締結 

・都道府県知事及び当該賃貸住宅に入居する
被災者の２者で使用貸借契約を締結 

メリット 

・契約書が１種類（賃貸借契約書)だけで済
む 

・入居する被災者も賃貸借契約の当事者とな
るため、契約期間中の問題等については当
事者間で協議することとなる 等 

・契約関係や各契約者の責務等が明確かつ分
かりやすい 

・契約書が２種類（賃貸借契約書と使用貸借
契約書)あり、別の契約書となるため、賃
貸住宅の所有者と入居する被災者の双方
の署名捺印を同時並行で集めることが可
能である 等 

デメリット 

・契約関係や各契約者の責務等が明確かつ分
かりやすくなるよう契約書を作成する必
要がある 

・契約書が１種類で、同じ契約書となるため、
賃貸住宅の所有者と入居する被災者の署
名捺印を順に集めていくことが必要とな
り、その分時間がかかる 等 

・契約書を２種類用意する必要がある 
・賃貸住宅の所有者と入居する被災者との間
には契約関係がないため、契約期間中の問
題等への対応は都道府県が行う必要があ
る 等 

 
③ 入居申込書の提出先 
賃貸型応急住宅の入居申込書の提出先については、過去の事例によれば、賃貸型応急住宅の入居申込件数

がそれほど多くなると見込まれない場合には直接都道府県において受け付けたケースや、同件数が多くなる
と見込まれる場合には被災者が賃貸型応急住宅の候補の選定や入居の相談等で訪問する宅建業者において受
け付けたケースがある。 
 
◆ 賃貸型応急住宅に係る各種要件 ◆ 

 
都道府県は、賃貸型応急住宅に係る各種要件について、不動産関係団体、損害保険会社等及び金融機関と、

事前に検討・調整しておくことが必要である。 
なお、災害救助法に基づき支出できる費用は、家賃、共益費、敷金、礼金、仲介手数料、火災保険料等、

民間賃貸住宅等の貸主、宅建業者との契約に不可欠なものを含むとして、地域の実情に応じた額である。 

【賃貸型応急住宅に係る各種要件】 

賃貸型応急住宅としての要件 ・建物の耐震性       ・規模・間取り 
・世帯人数毎の賃料の限度額 

賃貸型応急住宅に係る金員の要件 
（災害救助費負担金の対象外経費
も含む） 

・家賃        ・共益費 
・退去修繕負担金   ・敷金、礼金 
・仲介手数料     ・火災保険料 
・入居時負担金    ・駐車場料金 
・自治会費      ・光熱水費その他専用設備に係る使用料 
・入居者の故意又は過失による損壊に対する修繕費用 

 



 

５．賃貸型応急住宅の供与 

92 
 

なお、賃貸型応急住宅においては、平時の賃貸借契約の締結の際に加入する損害保険とは異なり、入居者
が保有する家財に対する補償(家財補償)や近隣の住宅・家財に対する補償(類焼損害補償)については、最低限
救助のために必要な費用とは言えず、また、今後は包括保険の契約を推奨していくことから、令和元年以降
に加入する保険は、家財補償や類焼損害補償は災害救助法の対象とはならないことに留意が必要である。 
 
◆ 都道府県間の情報共有 ◆ 

 
民間賃貸住宅の活用について、大規模災害の際には一つの都道府県単独では供給量が不足する可能性があ

るため、県を超えた連携が必要になることも考えられる。他の都道府県と情報を共有できる情報フォーマッ
トとして、「災害発生時に作成する応急借上げ住宅情報シート（事務局案）」がある。 

■災害発生時に作成する応急借上げ住宅情報シート（事務局案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国土交通省、厚生労働省「災害時における民間賃貸住宅の活用について 被災者に円滑に応急
借上げ住宅を提供するための手引き（資料編）」平成 24 年 11 月 
（http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000013.html） 

所在地情報 

 

市町村  

所在地  

交通の利便  

学区 
小学校 徒歩   分 

中学校 徒歩   分 

建物情報 

 

物件名称  

構造 

ALC 造 RC SRC 

軽量鉄骨 重量鉄骨 鉄骨 

鉄骨造 ALC 鉄骨 木造 

建築年 昭和 ・ 平成 年  

総階数 階   

エレベーターの有無 有 ・ 無   

物件情報 

 

部屋番号 号室   

所在階 階   

間取り 
１DK・１LDK ２DK・２LDK ３DK・３LDK 

４DK・４LDK その他（                   ） 

専有面積（㎡） ㎡   

賃料（円） 円   

共益費（円） 円   

附属設備 
エアコン ガスコンロ（ 都市ガス ・プロパンガス ） 

給湯器 照明器具 カーテン 

使用注意 
ペット禁止 喫煙禁止 女性専用 

その他（                                 ） 

駐車場 有 ・ 無 円  

入居状況 空き室 入居中  

媒介を行う宅建業者の情報 

 

商  号  

住  所  

電話番号  

主な担当地域  

住宅所有者情報（個人情報のため、取り扱いには注意してください） 

 

氏  名  

住  所  

電話番号  

管理業者の情報（賃貸物件の管理を管理業者に委託している場合） 

 

商  号  

住  所  

登録業者番号  

電話番号  

物件の確認者 団体会員 住宅所有者 管理業者 

物件の確認日 平成    年    月    日 午前 ・ 午後  （   ）時 
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（２）マニュアル・様式等の事前準備、訓練の実施 

 

◆ 概要 ◆ 

 
発災後に被災者に賃貸型応急住宅を速やかに供与するためには、行政や不動産関係団体・宅建業者等の的

確な対応が必要となり、そのためには関係主体の平時からの準備や訓練が極めて重要となる。 
関係主体が賃貸型応急住宅の速やかな供与の必要性について改めて認識し、平時より借り上げる民間賃貸

住宅の要件を整理し、地方公共団体と不動産関係団体等との役割分担の調整を行うとともに、これらを踏ま
えて発災後の業務オペレーションを想定した訓練を実施する等必要な対策を講じることが重要である。 
現在多くの都道府県では、不動産関係団体等との間で、被災者に提供可能な民間賃貸住宅の情報提供等に

関して、賃貸型応急住宅の供与に係る災害協定等を締結しているが、これだけでいざ災害が発生した際に賃
貸型応急住宅を円滑かつ迅速に供与できるとは限らない。例えば、災害が発生した際の業務マニュアル等を
事前に準備していても、関係者が当該マニュアルの内容について習熟しておらず、また発災時のオペレーシ
ョンを体験したことがなければ、発災時に迅速かつ適切に判断し、行動することは困難である。 
このため、平時に関係者が賃貸型応急住宅の円滑かつ迅速な供与のための訓練を実施し、当該訓練を通じ

て発災後の状況に対応した判断及び行動をできるようにしておくことが極めて重要である。これにより、発
災後の関係者毎のオペレーション上の課題を見出し、必要に応じて業務マニュアル等を見直す等、各種の課
題を解決していくことで、関係者の適切な役割分担の下、円滑かつ迅速な賃貸型応急住宅の供与が可能とな
る。 
 

◆ 事前準備の例 ◆ 

○ マニュアルを作成し、不動産関係団体と訓練を実施している例：兵庫県 

兵庫県では災害時の賃貸型応急住宅の供与について、“災害想定”“被災者想定”を行った上で、県・神戸市・
不動産関係団体に対してそれぞれ被災者・市町職員・宅建業者・貸主といったように災害時の役割を設定し、
ロールプレイング形式で訓練を実施している。また、訓練を受けてマニュアルの改訂も行っている。 

【訓練の概要】 

１ 目的    
「兵庫県応急仮設住宅供与マニュアル(案)」における「Ⅴ 災害発生後：借上型仮設住宅の供与（被災者自ら物件を
探す方式）」の「１ 入居希望住宅の選定及び入居手続き（宅建業者が媒介する場合）」について、マニュアル訓練
を実施し、必要に応じてマニュアルの見直しを行う。  

２  災害想定等 
① 平成３０年１１月２７日（火）午前９時００分、和歌山県南方沖（北緯 33.3 度、東経 135.8 度、潮岬の南南西

50 キロ付近）を震源とする巨大地震（地震の規模はＭ８を超えると想定）が発生。 
②  淡路地域で最大震度７、神戸、阪神、播磨地域で最大震度６強の強い揺れに襲われ、多数の建物が倒壊し、淡
路島南部と兵庫県瀬戸内沿岸部に大津波警報が発表され、３ｍを超える津波に襲われる。 

③ 県は、地震発生後、直ちに災害対策本部を設置して応急対応にあたる。  
④ 県内での応急仮設住宅必要戸数が 36,100 戸と算定し、借上型仮設住宅での提供を 13,600 戸と見込み、各関係団
体への協力の要請。  

⑤ 借上型仮設住宅の家賃額については、内閣府と協議し、以下の条件で実施することとなった。 
１人（１R・１K・１DK） ・・・６万円以内（共益費・管理費を含む） 
２～４人（１LDK～３DK）・・・７万円以内（共益費・管理費を含む）  
５人以上（３LDK 以上） ・・・１０万円以内（共益費・管理費を含む）  

⑥ 借上げ仮設住宅の受付を、１２月４日（火）から開始。  
３ 被災者想定 
① 被災者氏名：A（24）、B（妻・24） ② 被災住所：神戸市中央区下山手通 5－10－1（一戸建て） 
③ 被災状況：全壊  ④ 応急仮設住宅希望住所：神戸市中央区 

４ 役割分担 
・被災者：兵庫県住宅政策課      ・宅建業者：兵庫県宅地建物取引業協会 
・貸主：全日本不動産協会兵庫県本部  ・神戸市：神戸市住宅政策課 

出典：兵庫県提供資料より作成 
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【訓練の内容】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 市町村及び不動産関係団体等と情報伝達訓練を実施している例：大阪府 

大阪府は、南海トラフ巨大地震等の発生に備え、賃貸型応急住宅が速やかに供給できるよう大阪府災害時
民間賃貸住宅借上制度に基づき、市町村、（一社）大阪府宅地建物取引業協会、（公社）全日本不動産協会
大阪府本部、（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会、アットホーム（株）が参加する情報伝達訓練を実施
している。 

参考文献：大阪府提供資料 

出典：兵庫県提供資料 
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○ マニュアル、手続きに必要な様式等を準備し市町村と情報共有している例：高知県 

高知県は「応急仮設住宅（民間賃貸住宅）借上げ事業 業務マニュアル」（以下、「マニュアル」という。）
を作成し、市町村への説明会で情報共有を行っている。 
「制度の周知」、「被災者への相談対応」、「申込受付・審査・県への提出」は原則として市町村の役割

としており、申込受付においては、市町村は被災者からの申込書類の不備等の確認、建設型応急住宅及び応
急修理制度との重複申込がないかを確認の上、県に提出することとしている。 
マニュアルには市町村が実施する内容について定めた「市町村向け 対応マニュアル」、申込受付・審査

の際に用いる「申込書提出時チェックリスト」の他、手続きに必要な各種様式、管理台帳のひな形、市町村
や仲介事業者等宛ての各種通知文書案（高知県土木部住宅課長通知）、制度周知チラシ案等も含まれている。 

【マニュアル目次（抜粋）】 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜マニュアル 本編（目次抜粋）＞ 
第１章 発災前の準備 
 １．実施要領案等の作成 
２．関係機関との連絡・調整 
３．関係機関との役割分担の確認 

第２章 発災後から制度開始までの流れ 
 １．実施要領等の作成 
 ２．不動産団体への協力要請・協議 
 ３．内閣府との協議 
 ４．市町村担当者会説明会の開催 
第３章 みなし仮設住宅の提供に係る事務 
    （制度開始後） 
 １．制度の周知 
 ２．相談対応 
 ３．申込受付、審査及び入居決定 
４．賃貸借契約の締結 
５．火災保険等損害保険の加入 
６．賃料等の支払い 
７．退去管理 

 

＜マニュアル 参考資料集（抜粋）＞ 
《実施要領案・各種様式》 

○ 実施要領案 
   ○ 手続きに必要な様式類 

（様式第１号 申込書、 他一式） 
《その他の様式》  

   ○ 契約書、他 
《補足マニュアル》 

   ○ 申込受付審査マニュアル 
   ○ 市町村向け業務マニュアル 
《各種チェックリスト》 

   ○ 申込書提出時チェックリスト 
   ○ 入居決定起案時チェックリスト 
   ○ 契約書発送時・受付時チェックリスト 
《業務管理様式》 

   ○ 処理状況簿 
   ○ 対応記録票 
《各種通知文書案》 

○ 市町村通知、他 
《補足資料》 

   ○ 被災者向けチラシ 
   ○ 入居のしおり 

出典：高知県提供資料より作成 
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【市町村向け対応マニュアル】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典：高知県提供資料 
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○ マニュアルに物件情報の提供方法を定めている例：香川県 

香川県は、「民間賃貸住宅借上げマニュアル～応急仮設住宅（借上型）～」において、物件情報の提供方
法として「不動産ジャパン」、「安心ちんたい検索サイト」を活用することを定めている。更に、要配慮者
世帯に対しては「セーフティネット住宅情報提供システム」や「あんしん住宅情報提供システム」、県ホー
ムページ「高齢者世帯等の入居を拒まない民間賃貸住宅一覧」等を用いて物件情報を提供することとしてい
る。 

参考文献：香川県「民間賃貸住宅借上げマニュアル～応急仮設住宅（借上型）～」平成 31 年３月（改訂） 
（https://www.pref.kagawa.lg.jp/content/etc/web/upfiles/wj3rxd190319141251_f03.pdf） 

 

○ マニュアルに被災者自らが探す方式とマッチング方式両方のフローを定めている例：沖縄県 

沖縄県は、「借上型仮設住宅に関する対応マニュアル」を作成し、県・市町村・不動産関係団体・宅建業
者・被災者の主体別に役割分担や事務処理等のフローを整理している。事務フローにおいては、被災者自ら
が探す方式とマッチング方式の両方を示し、各段階に応じた手順を参考資料とともに整理している。参考資
料編には、実施要領や手続きに必要な各種様式等が示されている。 
【事務フロー図：被災者自らが探す方式】 

 
 

出典：沖縄県「借上型仮設住宅に関
する対応マニュアル」 
平成 30 年 12 月 
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【事務フロー図：マッチング方式】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
出典：沖縄県「借上型仮設住宅に関する対応マニュアル」平成 30 年 12 月 
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【参考．被災者の仮住まい確保に向けた『賃貸型応急住宅』の手順（すごろく式チェック・シート） 
：（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会】 
（https://www.chintai.or.jp/contents/kyotei.html） 

（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会は、過去の災害での被災者への住宅支援の経験を活かし、行政担
当者向けに、「【自治体向け】被災者の仮住まい確保に向けた『賃貸型応急住宅』の手順（すごろく式チェ
ック・シート）」を作成し、同会ホームページで公表している（令和元年 10 月版）。 
平時に必要な事前準備から、いざ災害が発生した際、賃貸型応急住宅の活用を決定するうえで必要な手順

を例示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【自治体向け】被災者の仮住まい確保に向けた『賃貸型応急住宅』の手順（すごろく式チェックシート） 
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【参考．大規模災害時におけるチェックリスト：（公社）全国宅地建物取引業協会連合会、（公社）全国宅地
建物取引業保証協会】 
（https://www.zentaku.or.jp/disaster/1135/） 

 （公社）全国宅地建物取引業協会連合会と（公社）全国宅地建物取引業保証協会は、大規模災害に備えて
宅建業者等が事前に取り組むべき事項として、以下のようなチェックリストを作成している（平成 26 年３月
版）。 
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【参考．一般的な賃貸管理業務のフロー：（一社）全国賃貸不動産管理業協会】 

 
（一社）全国不動産管理業協会は、として、賃貸管理業務のスタンダードモデルの構築を目指すという観

点から、一般的な賃貸管理業務のフローを策定している。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：（一社）全国不動産管理業協会「よくわかる全宅管理」 
（http://www.chinkan.jp/service/pdf/serviceguide_of_zentaku.pdf） 
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（３）発災から入居の募集開始まで 

 
◆ 概要 ◆ 

 
都道府県は、災害救助法第 13 条第 1 項に基づき、救助を迅速に行うため必要があると認めるときは、その

権限に属する救助の実施に関する事務の一部を市町村に事務委任することができる。 
また、災害による被害の規模が大きく、都道府県及び市町村の事務処理に係るマンパワーが不足すると見

込まれる場合、相談対応、入居申込受付、契約書の作成・説明等の事実行為に関する事務等について、不動
産関係団体に業務委託することも一つの方法である。 
また、平時より不動産関係団体と連携し、賃貸型応急住宅として空き家・空室を提供する意思のある住宅

所有者、宅建業者に係る情報を把握しておくこと、前述のマニュアル・様式等の事前準備及び訓練の実施、
関係者による定期的な会合の開催等による平時からの制度の周知、役割分担の確認等により、発災時に速や
かに入居募集を開始できるような体制を構築しておくことが望ましい。 
なお、不動産関係団体等に委託する際には、受託者との間で締結する契約に個人情報の保護に関して必要

な事項を盛り込むなど、入居者のプライバシー保護について所要の措置を講じる必要がある。 
また、委託に関する経費のうち、本来都道府県が行う事務に係るものについては災害救助法の対象となる

ことから、災害救助法に基づく災害救助費の活用を想定する場合には、あらかじめ内閣府と協議する必要が
ある。 

【不動産関係団体の協力を得て実施することが可能な事務及び特に効果的と考えられる事務について】 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

応急借上住宅の候補となる住宅の募集、登録に関する事務

応急借上住宅の候補となる住宅の空家状況及び事業者への借上げ希
望意思の確認に関する事務

応急借上住宅に協力する意向のある住宅所有者、団体会員のリスト
アップ・定期的な更新（可能であれば物件情報の事前リストアッ
プ）

○

応急借上住宅の候補物件リストの作成（応急危険度判定の結果・ラ
イフラインの使用可否・住宅所有者の意向の確認を含む）

○

借上げ決定通知（住宅所有者へ）
住宅所有者に対する「賃貸借契約書」の説明、署名捺印依頼と、当
該物件に係る「重要事項説明書」の作成

○ ○

募集のための文書の作成
申込みの受付 ○
被災者への入居確定までのスケジュール等の説明 ○ ○
入居者の要件確認 ○
使用許可決定通知（被災者へ）
入居手続を行う宅建業者等を紹介
被災者への注意事項説明（禁止行為、善管注意義務、原状回復
等）、鍵渡し

○ ○

被災者の入居実態の定期的な確認 ○ ○

家賃等（退去修繕負担金、賃料）の支払い業務（個別の住宅所有者
への支払い）

○

修繕行為（契約により都道府県が行うこととされたもの） ○

近隣地域との調整、騒音・迷惑行為対応等 ○

緊急時巡回 ○

他の用途との併用の承認に関する申請の受付、承認の通知行為

模様替え・増築の承認に関する申請の受付、承認の通知行為

中途同居者の承認申請の受付、承認の通知

入居者の死亡・退去時における同居者の入居承継の承認申請の受
付、承認の通知

不正入居者等に対する明渡しの通知行為
借上契約満了の場合の借地借家法第38条第4項（普通借家契約の場
合は第34条第1項）に基づく通知行為
入居者からの退去予定届の取次ぎ
退去時の物件確認（退去修繕負担金を超える原状回復費用・残存物
の処分費用について説明、鍵・退去届け等の受取り）

○

収入の申告の受付

媒介業者に対する仲介手数料の支払い業務 ○

損害保険会社に対する借家人賠償責任保険の保険料の支払い業務 ○

その他

関係団体の協力を得て実施することが可能な事務
（事実行為に関する事務） ※１

地方公共団体の
事務負担の軽減

※１　上表の「関係団体の協力を得て実施することが可能な事務（事実行為に関する事務）」は、『被災者の住まいの確保に関する取組事例集』（平成27年3月内閣府）に掲載している
　　　「外部委託が可能な事務（事実行為に関する事務）」を転載。
※２　「特に効果的と考えられる事務」は、応急借上住宅の物件の選定において「被災者自らが探す方式」を採用した場合を想定。

入居期間中

退去時

特に効果的と考えられる事務※２

関係団体の専門知識・
ネットワークを活用

災害発生前

災害発生から
入居確定

出典：「大規模災害時における被災者の住まいの確保に係る留意事項等について」 
（平成 30 年 3 月 30 日府政防第 556 号、国土動第 173 号、国住備第 506 号、国住生第 811 号通知)（抜粋) 
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【参考．管理に関する委託料について】 

入居者の募集及び決定に関する事務をはじめとする賃貸型応急住宅の管理に関する事務を外部委託する場
合に必要となる費用については、委託の対象とする業務、地域の実情、委託する住戸数等に応じ様々であり、
これらを勘案の上、適当な委託料を設定※する。 
 
※ 民間賃貸住宅に関する調査結果によれば、賃貸住宅管理業者の受け取る報酬は、月額家賃の５％程度が大
半となっている＊。また、公営住宅の管理に関する事務を外部委託（指定管理者制度や管理代行制度等に
よる）している地方公共団体の例では、戸当たり月額 2,500～4,000 円程度となっている（公営住宅の平均
的な近傍同種の住宅の家賃が月額約５万円程度であることを踏まえれば、民間賃貸住宅とほぼ同水準と言
える。）。 

＊ 「民間賃貸住宅の管理の適正化に関する調査報告書」（平成 20 年１月財団法人日本賃貸住宅管理協会） 
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①  都道府県・市町村・不動産関係団体の役割分担 
 
◆ 事前準備の例 ◆ 

○ 協力可能な宅建業者のリストを迅速に整備できる体制を構築している例：兵庫県 

兵庫県では県を主体とし、市町及び不動産関係団体の担当窓口（部署、担当者名、電話番号、メールアド
レス等）の名簿を作成しており、発災時に避難所等での相談窓口の設置や、協力可能な宅建業者のリストア
ップについて不動産関係団体の協力を得る体制を整備している。 
不動産関係団体は、災害時に媒介や住宅の相談に協力できる業者のリストを平時から作成し県に提供して

いる。発災時には、県が不動産関係団体に対し、本リストを最新の情報に更新の上、報告を求めることとな
っており、県は本リストをホームページ等で公表することとしている。 
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◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 平成 28年熊本地震の際の市町村及び不動産関係団体との役割分担の例：熊本県、熊本市 

熊本県は賃貸型応急住宅に係る事務について、熊本市（現在は救助実施市）には大部分の事務を委任し、
それ以外の市町村には県の事務の補助として受付・相談・形式審査を依頼した。県庁の体制としては、全庁
的に応援職員を求めるとともに非常勤職員も雇用した。 
また、県では震災前より協定を締結していた不動産関係団体３団体に対し、賃貸型応急住宅に係る手続き

の相談等を受け付けるコールセンターの運営を依頼した。 
熊本市は更に、不動産関係団体（（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会熊本県支部）に申込書類の審査

等の一部の業務を委託した。 
 

 

 
  

出典：内閣府「大規模災害時における被災者の住まいの確保に関する検討会論点整理 参考資料」 
（平成 29 年８月）及び熊本県へのヒアリングより作成 

【主な委託業務】 
①賃貸型応急住宅受付業務（熊本市分・市と協働）…申込相談・受付・契約
書確認受理 など 

②相談窓口・避難所出張相談（熊本市分・市と協働）…２区役所・１総合出
張所で相談受付、避難所への訪問相談対応 

③補修すれば賃貸型応急住宅として利用可能な物件のリストアップ、建物安
全性確認・県への情報提供（全県分）…物件リスト化、建築士等の有資格
者による賃貸物件の構造安全性確認 

【主な要請内容】 
①民間賃貸住宅の状況の情報提供と住宅の
提供の協力 

②制度構築に向けた関係機関及び関係団体
との調整、協議 

③被災者、貸主等への相談対応・情報提供、
コールセンターの設置 

【対応人員】 
①約 2,000名 ②約 320名 ③約 200名 ④約 850名 
※発災～12月まで延べ人数 

協力要請 業務委託 業務委託 

非常勤 15名 

関係団体 
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○ 平成 30年 7月豪雨の際の市町村及び不動産関係団体との役割分担の例：岡山県 

○県 
賃貸型応急住宅の実施主体は県（津山市、総社市を除く）であり、手続きに必要な様式等は担当課である

住宅課で用意した。 
住宅課においては、発災後、全職員が賃貸型応急住宅の制度設計及び被災者からの電話対応等に追われた

ので、他部局を含めた庁内職員や他県等の応援職員、民間派遣会社の職員も活用し、契約書の審査及び契約
締結業務等を行った。 

 
○市町村 
入居申込みの受付は市町村で行い、市町村が受け付けた申込書は市町村から県へ送られ、県が審査を行っ

た。入居決定通知は県から市町村、市町村から被災者へ送られた。 
倉敷市では受付業務に加え、電話対応に、ピーク時には住宅課 12 名、他課 6 名、他市応援職員 7 名の 25

名体制で対応にあたった。 

 
○不動産関係団体 
県は（公社）岡山県宅地建物取引業協会、（一社）岡山県不動産協会、（公社）全国賃貸住宅経営者協会

連合会と、それぞれ同様の内容の協定を締結しており、発災後に協力を要請した。 
（公社)岡山県宅地建物取引業協会と(一社)岡山県不動産協会は、合同で運営する不動産情報サイト「住ま

いる岡山」に、「被災者向け支援物件特集」ページを設置した。 
また、賃貸型応急住宅の契約書は、不動産関係団体を経由し、各団体で書類不足の有無等をチェックした

上で、県へ送ることとした。県は契約書の内容を審査確認し押印の上、各団体を経由して返した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
出典：岡山県ホームページ 
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○ 平成 30年 7月豪雨の際の市町村及び不動産関係団体との役割分担の例：広島県 

○県 
県の住宅課が賃貸型応急住宅の担当となった。賃貸型応急住宅の実施主体は県であり、手続きに必要な様

式等は県で用意した。 
契約事務、家賃の支払い事務等については、発災年度は住宅課、都市計画課職員が対応したが、翌年度は

住宅課の専属の職員 1 名と嘱託職員 2 名で対応した。 
 

○市町 
平成 30 年７月 20～22 日の集中受付期間以降は、市町が被災者から住民票と罹災証明書の提出を受け、賃

貸型応急住宅の対象者である旨の確認を行い、宅建業者を紹介した。 
被災者は宅建業者に相談し物件を確定の上、宅建業者に入居申込書を提出。提出された入居申込書は宅建

業者から市町に送付され、市町が確認の上、県に送付し県が審査を行う。入居決定通知は県から宅建業者を
通して被災者に送付された。 

 
○不動産関係団体 
県は（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会、（公社）広島県宅地建物取引業協会及び（公社）全日本不

動産協会広島県本部と、それぞれ同様の内容の協定を締結しており、発災後に協力を要請した。 
平成 30 年７月 20～22 日にこれら不動産関係団体の協力を得て，7 市 4 町で 27 箇所の窓口を設置して窓

口で物件紹介も行い集中的に賃貸型応急住宅の入居申込を受け付けた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

出典：広島県ホームページ 
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② 契約方法等、各種要件の決定 
◆ 事前準備の例 ◆ 

〇 契約方法、各種要件を予め定めている例  
 茨城県※令和元年台風第 19号の対応を受けて見直し予定 栃木県 三重県 大阪府 

供与方式 
被災者自らが探す方式（賃貸型応急住宅として提供可能な住宅は事前に調

査し被災者に情報提供） 

マッチング方式 未定 被災者自らが探す方式 

契約 
定期建物賃貸借契約（市町村-貸主） 

使用許可申請（市町村-入居者） 

※予め市町村への事務委任を想定 定期建物賃貸借契約（県-貸主） 

使用許可申請（県-入居者） 

定期建物賃貸借契約（３者契約） 定期建物賃貸借契約（３者契約） 

耐震性 
昭和 56 年 6 月 1 日における建築基準法又はこれに基づく命令若しくは条

例の規定に適合する住宅、または耐震診断により耐震性が確認できる住宅 

昭和 56年 6月 1日以降に建築された住宅 昭和 56 年 6 月 1 日以降に建設された住宅又は耐震診断、耐震改修等によ

り安全性が確保された住宅 

－ 

規模 

・29.7 ㎡が標準 

・19㎡以上 80㎡以下の範囲内で住む人数に合わせて大小の住宅を適当に

調整可能 

－ － － 

間取り 

－ ・１人世帯：１DK 

・２～３人世帯：２DK 

・４～５人世帯：３DK 

・６人以上世帯：３DK超 

・１人世帯：１R、１K、１DK 

・２～３人世帯：１LDK、２K、２DK 

・４～５人世帯：２LDK、３K、３DK 

・６人以上世帯：３LDK 

－ 

賃料の限度額 

・月額 6万円以下 

・5人以上世帯：月額 9万円以下 

・１人世帯：月額４.８万円以下 

・２～３人世帯：月額５.６万円以下 

・４～５人世帯：月額６万円以下 

・６人以上世帯：月額７万円以下 

・１人世帯：月額：６.２万円以下 

・２～３人世帯：月額６．８万円以下 

・４～５人世帯：月額額７．６万円以下 

・６人以上世帯：月額額８．９万円以下 

・１人世帯：７万円以下 

・２～４人世帯：月額８万円以下 

・５人以上世帯：月額額１２万円以下 

共益費 ・入居者が負担 ・入居者が負担 ・入居者が負担 ・府が負担（家賃の 0.1 か月分以下） 

管理費 ・入居者が負担 ・入居者が負担 － ・府が負担（家賃の 0.1 か月分以下） 

礼金 ・県及び入居者は負担しない ・県及び入居者は負担しない ・県及び入居者は負担しない － 

入居時鍵交換費 － － － － 

火災保険等損害保険料 
－ ・県が負担 ・県が負担（入居に際しての条件になっている場合に限り家賃の 0.5 か月

分+消費税） 

・府が負担（２か年分） 

退去修繕負担金 ・県が負担（家賃の 2か月分以下） ・県が負担（家賃の 2か月分以下） ・県が負担（家賃の 2か月分以下） ・府が負担（家賃の 2か月分以下） 

その他 

・化学物質の発散による衛生上の支障がないことが望ましい 

・共用部分には移動利便性、安全性、高齢者等に支障ない措置が講じられ

ているものが望ましい 

・駐車料金１台分は家賃に含む ・委託料は県が負担 

・原則としてエアコン・コンロ・照明器具・給湯器・カーテンが使用可能

であること。設備等の整備に要した費用は、県が負担又は賃料に月額 1

万円を上限に加算できる 

－ 

仲介手数料 ・県が負担（家賃の 0.5 か月分+消費税以下） ・県が負担（家賃の 0.5 か月分+消費税以下） ・県が負担（家賃の 0.5 か月分+消費税以下） ・府が負担（家賃の 0.5 か月分+消費税以下） 

 
 兵庫県 沖縄県 香川県 

供与方式 被災者自らが探す方式 マッチング方式、被災者自らが探す方式 被災者自らが探す方式 

契約 
定期建物賃貸借契約（３者契約） 定期建物賃貸借契約（県-貸主） 

使用許可申請（県-入居者） 

定期建物賃貸借契約（３者契約） 

耐震性 
新耐震（昭和 56 年 6 月以降に建築確認を受けた住宅）又は耐震補修済の

住宅 

昭和 56 年 6 月 1 日以降に建築された住宅又は耐震診断や耐震補強の結果、耐震性

を有する住宅（やむを得ない場合を除く） 

原則として昭和 56年 6月 1日以降に建設された住宅、若しくは耐震診断、

耐震改修等により耐震性が確認できる住宅 

規模 － － － 

間取り － － － 

賃料の限度額 

・１人世帯：月額６万円以下 

・２～４人世帯：月額７万円以下 

・５人以上世帯：月額１０万円以下 

・月額 6万円以下 

・4人以上世帯：月額 9万以下（乳幼児を除く） 

・月額 6万円以下 

・5人以上世帯：9万円以下 

共益費 ・県が負担（家賃に含む） ・県が負担 ・県が負担 

管理費 ・県が負担（家賃に含む） ・県が負担 ・県が負担 

礼金 ・県及び入居者は負担しない ・県及び入居者は負担しない － 

入居時鍵交換費 － ・入居者が負担 － 

火災保険等損害保険料 ・県が負担（2か年分） ・県が負担（家賃の 0.5 か月分以下） ・県が負担 

退去修繕負担金 ・県が負担（家賃の 2か月分以下） ・県が負担（家賃の 2か月分以下） ・県が負担（家賃の 2か月分以下） 

その他 

・個別の炊事・洗面・入浴設備・トイレを有する独立した構造の住宅（他

世帯への間借り、寮・社宅は原則不可） 

・原則としてエアコン・調理施設等・照明器具・給湯器・カーテンが設置・

使用可能であること 

・原則としてエアコン・コンロ・照明器具・給湯器・カーテンが設置され

ている住宅であること 

・エアコン・コンロ・照明器具・給湯器が設置されている住宅が望ましい 

仲介手数料 ・県が負担（家賃の 0.5 か月分+消費税以下） ・県が負担（家賃の 0.5 か月分+消費税以下） ・県が負担（家賃の 0.5 か月分＋消費税以下） 

各県提供資料より作成 
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◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 近年の災害における契約方法、各種要件の例  

  
熊本県 

（平成 28 年熊本地震） 

岡山県 

（平成 30 年７月豪雨） 

広島県 

（平成 30 年７月豪雨） 

愛媛県 

（平成 30 年７月豪雨） 

北海道 

（平成 30 年北海道胆振東部地震） 

供与方式 被災者自らが探す方式 被災者自らが探す方式 被災者自らが探す方式 被災者自らが探す方式 被災者自らが探す方式 

契約 
定期建物賃貸借契約（３者契約） 定期建物賃貸借契約（３者契約） 定期建物賃貸借契約(県-貸主) 

使用貸借契約(県-入居者) 

定期建物賃貸借契約（３者契約） 定期建物賃貸借契約（３者契約） 

耐震性 

管理会社等により賃貸可能と確認されたもの 昭和 56 年 6 月 1 日以降に建築された住宅又は、

耐震診断や耐震補強の結果、耐震性を有する住

宅（やむを得ない場合を除く） 

昭和56年 6月 1日以降に着工されたもの又は耐

震診断、耐震改修等により耐震性が確認された

住宅（供給戸数が不足することが見込まれる場

合はこの限りではない） 

－ 耐震性が確認されている住宅。原則、昭和 56

年 6 月 1 日以降に建築された住宅。その他は同

等の耐震性が確認されている住宅 

規模 － － － － － 

間取り － － － － － 

賃料の限度額 

・４人以下世帯：月額６万円以下 

・５人以上世帯(乳幼児を除く) 

：月額９万円以下 

・２人以下世帯：月額６万円以下 

・３～４人世帯：月額８万円以下 

・５人以上世帯：月額９万円以下 

・１人世帯：月額５万円以下 

・２人世帯：月額 6.5 万円以下 

・３～４人世帯：月額７万円以下 

・５人以上世帯：月額９万円以下 

・１人世帯：月額５万円以下 

・２人世帯：月額６万円以下 

・３～４人世帯：月額７万円以下 

・５人以上世帯：月額９万円以下 

・１人世帯：月額７万円以下 

・２～４人以下世帯：月額 9.3 万円以下 

・５人以上世帯：月額 11.1 万円以下 

(未就学児は含めない) 

共益費 ・入居者が負担 ・県が負担 ・入居者が負担 ・県が負担(家賃に含む) ・道が負担(家賃に含む) 

管理費 ・入居者が負担 ・県が負担 ・入居者が負担 ・県が負担(家賃に含む) ・道が負担 

礼金 ・県が負担（家賃の１か月分以下） ・県が負担（家賃の１か月分以下） ・県が負担（家賃の１か月分以下） ・県が負担（家賃の１か月分以下） ・道が負担（家賃の１か月分以下） 

入居時鍵交換費 (記載なし) ・県が負担 (記載なし) ・県が負担 (記載なし) 

火災保険等損害保険料 ・県が包括契約で保険に加入 ・県が包括契約で保険に加入し負担 ・県が包括契約で保険に加入し負担 ・県(借主)が負担 ・道が負担 

退去修繕負担金 ・県が負担（家賃の２か月分以下） ・県が負担（家賃の２か月分以下） ・県が負担（１年当たり家賃の１か月） ・県が負担（家賃の２か月分以下） ・道が負担（家賃の２か月分以下） 

その他 － － － － － 

仲介手数料 ・県が負担（家賃の 0.54 か月分以下） ・県が負担（家賃の 0.54 か月分以下） ・県が負担（家賃の 0.54 か月分以下） ・県が負担（家賃の 0.54 か月分以下） ・道が負担（家賃の 0.54 か月分以下） 
 

 
佐賀県 

（令和元年 8 月の前線に伴う大雨） 

千葉県 

（令和元年台風第 15 号・19 号等） 

供与方式 被災者自らが探す方式 被災者自らが探す方式 

契約 定期建物賃貸借契約（３者契約） 定期建物賃貸借契約（３者契約） 

耐震性 

昭和 56 年 6 月 1 日以降に建築された住宅又は、

耐震診断や耐震補強の結果、耐震性を有する住

宅 

昭和 56 年 6 月 1 日以降に建築された住宅等、耐

震性が確保された住宅 

規模 － － 

間取り － － 

賃料の限度額 

・２人以下世帯：月額 5.5 万円以下 

・３～４人世帯：月額 6 万円以下 

・５人以上世帯：月額 8 万円以下 

・２人以下世帯：月額 7.5 万円以下 

・３人以下世帯：月額 8.5 万円以下 

・県北西部（千葉市、習志野市、八千代市、市

川市、船橋市、浦安市、松戸市、野田市、流

山市、鎌ケ谷市、柏市、我孫子市）において

５人以上世帯：月額 12 万円以下 

共益費 ・県が負担 ・県が負担 

管理費 － ・県が負担 

礼金 ・県が負担（家賃の１か月分以下） ・県が負担（家賃の１か月分以下） 

入居時鍵交換費 ・県が負担 ・県が負担 

火災保険等損害保険料 ・県が包括契約で保険に加入 ・県が包括契約で保険に加入 

退去修繕負担金 ・県が負担（家賃の２か月分以下） ・県が負担（家賃の２か月分以下） 

その他 クリーニング費用：県が負担 － 

仲介手数料 
・県が負担（家賃の 0.54 か月分以下(※)） 

※10 月 1 日以降については 0.55 か月分以下 

・県が負担（家賃の 0.55 か月分以下） 

 各県提供資料より作成 
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○ 県が損害保険について包括契約を締結した例：岡山県 

岡山県では、平成 30 年７月豪雨の際に供与した賃貸型応急住宅の損害保険料について、県が包括契約で加
入した。平成 30 年７月 26 日に包括契約を締結したが、当該日までに個別の保険会社と後払いが可能な保険
申込書（支払いは県）を付けて申込を行った被災者については、当該保険つきでの入居を認めた。 
県は発災前の平成 29 年の２月 13 日に３社の損害保険会社と幅広い分野での連携・協力に関する包括協定

を締結しており、このうちの１社と包括契約を締結した。 
 

 

 

出典：岡山県ホームページ 
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○ 平成 30年７月豪雨災害における損害保険の内容：岡山県、広島県 

 
岡山県 広島県 

契約関係 
保険契約者 岡山県 広島県 

被保険者 入居者 入居者 

補償内容 

家財補償 無し 無し 

借家人賠償責任補償 
2,000 万円 

(免責金額：30,000 円) 

2,000 万円 

(免責金額：0円) 

個人賠償責任補償 
１億円 

(免責金額：0円) 

１億円 

(免責金額：0円) 

修理費用補償 
100 万円 

(免責金額：3,000 円) 

100 万円 

(免責金額：3,000 円) 

類焼損害補償 無し 無し 

保険料 構造種別に関わらず一律 構造種別に関わらず一律 

保険責任期間 ２年間 １年間 

支払方法 
初年分及び次年分保険料をそれ

ぞれ一括払 

入居時に契約期間分保険料を一

括払 

損害保険会社選定方法 随意契約 随意契約 

※これまでの災害では、「家財補償」及び「類焼損害補償」についても災害救助法の対象としていた 

○ 令和２年災害救助法等担当者全国会議における包括保険に関する紹介：損保ジャパン株式会社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

内閣府では、発災後にできるだけ速やかに賃貸型応急住宅への入居を促進するため、入居時に必要

な保険加入手続きの簡素化、迅速化と併せ、保険加入漏れの防止について損害保険会社と連携して令

和２年度から毎年度開催する「災害救助法等担当者全国会議」において、損保ジャパン株式会社の担

当者から説明し、周知・普及を図っている。 

資料提供：損害保険ジャパン株式会社（令和 2 年全国会議資料） 
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○ 被災した民間賃貸住宅を賃貸型応急住宅として提供する際の補修費を支援した例：熊本県 

熊本県では、前震と本震及び度重なる余震により、被災者に提供すべき賃貸住宅が被害を受け、被災者へ
の応急仮設住宅として活用を行う住宅の供給不足に陥ったことから、平成 28 年熊本地震により損害を受けた
民間賃貸住宅を補修の上、賃貸型応急住宅として提供する場合には、補修費（入居時修繕負担金）として応
急修理と同額である 57.6 万円の支援を行った。 
熊本県全体で約 4,500 戸が対象となり、これにより被災者に提供できる物件の掘り起こしにつながったが、

補修費用について修理見積書や工事写真等を確認・審査が必要となり、審査業務は増大した。 
 
【手続の流れ】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：熊本県ホームページ 
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【補修費支援の概要】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 空き家バンクに登録された住宅の活用：南阿蘇村（熊本県） 

南阿蘇村では、空き家バンクに登録された住宅を、平成 28 年熊本地震で被災した被災者に対し賃貸型応急
住宅として供与した。賃貸型応急住宅の期限後は、当事者同士の契約により住み続けることも可能となって
いる。一部改修が必要な空き家には、改修費等の補助が行われた（賃貸契約成立後、60 万円を上限に改修費
等の 3 割を補助）。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 旧雇用促進住宅を市が借上げ、被災者に供与した例：総社市（岡山県） 

総社市では、平成 30 年７月豪雨による浸水とアルミ工場爆発の爆風による二重被害のあった下原地区内の
被災者に対し、同地区内の旧雇用促進住宅にまとまった空き部屋を確保できることから、市が貸主（ビレッ
ジハウス・マネジメント株式会社）から一括借り上げを行い、賃貸型応急住宅として供与した。 
市が 35 戸借上げ、下原地区の被災者を対象に抽選会を実施し入居者を決定した（入居世帯は 27 世帯）。

なお、高齢者には低層階に入居してもらう等、一部の住戸については予め市が入居者のマッチングを行った。 

 

出典：熊本県ホームページより作成 

出典：内閣府「大規模災害時における被災者の住まいの確保に関する検討会論点整理 参考資料」 
平成 29 年８月 

 

円以下等）等がある。 
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③ 所有者及び宅建業者への協力意向の確認 
 
◆ 事前準備の例 ◆ 

○ 空室情報の提供：（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会 

（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会は、全国 47 都道府県と災害協定を締結している。発災時には災害
協定に基づき、「安心ちんたい検索サイト」を活用し、被災状況等も踏まえて、被災自治体に利用可能な物
件リストの提供等を実施している。 
「安心ちんたい検索サイト」には、被災者をはじめ、住宅確保要配慮者が利用できる民間賃貸住宅が掲載

されている。また物件の条件設定画面では、家賃、間取り、専有面積等の条件を設定でき、ファミリー世帯
も幅広く希望の物件を検索することが可能になっている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会「安心ちんたい検索サイト」トップページ 

（http://www.saigaishienjutaku.com/） 
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○ 賃貸型応急住宅として住宅の賃貸を希望する貸主の登録制度の例：静岡県 

静岡県は、賃貸型応急住宅の取扱いを希望する宅建業者と、賃貸型応急住宅として住宅の賃貸を希望する
貸主の登録制度を平成 21 年９月から開始した。 
貸主は、宅建業者を経由し、県に届出書を提出する。届出書は随時受け付けており、県は対象物件の一覧

表を作成し不動産関係団体と市町に送付する。貸主には「静岡県借上げ型応急住宅届出済」のパネルが支給
され、対象となる住宅に設置できる。 
また、賃貸型応急住宅の取扱いを希望する宅建業者も、所定の申出書にて県に申し出る必要がある。こち

らについても申出書は随時受け付けており、県が一覧表に整理し不動産関係団体と市町に送付する。申出書
を提出した宅建業者は、その旨を表示することができる。 
県内で災害救助法の適用が決定された後は、貸主及び宅建業者は、届出を行った住宅について、一般の者

に賃貸を目的とした情報の提供及び契約の締結を行うことはできない。 
 
 
 

【応急住宅提供申出の手続きフロー】 
 

  

 

 

○ 平常時に候補物件リストを作成し定期的に更新している例：和歌山県 

和歌山県と関係団体が締結した「災害時における賃貸住宅の媒介に関する協定書」の具体的運用では、関
係団体は平常時から応急借上げ住宅の候補物件をリスト化し、災害訓練の一環として年２回（６月・11 月）
リストを更新することが定められている。県は、地域ごとの入居可能件数をホームページ等で公開すること
としている。 

 

 

 
 出典：和歌山県提供資料 

参考文献：静岡県「静岡県応急仮設住宅早期入居プラン推進要綱」
（http://www.pref.shizuoka.jp/kenmin/km-310/oukyuukasetujyuutaku.html） 

 

対象住宅に設置できるパネル（貸主に支給される） 
 

出典：静岡県「静岡県応急仮設住宅早期入居プラン推進要綱」 
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○ 制度に協力する不動産関係事業者を募集した例：香川県 

香川県は、災害時における賃貸型応急住宅の提供に協力する意向がある事業者・貸主・管理会社を平常時
から協力会員として登録する制度を実施し、不動産関係事業者に対する制度の普及を図っている。なお、協
力会員として登録を行った者に対しては、ステッカーやミニのぼりを配布し、県民に対する制度周知を依頼
している。 
   
【ステッカ―】                  【ミニのぼり】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：香川県提供資料 
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④ 相談窓口の開設 
 
◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 不動産関係団体にコールセンターの運営を依頼した例：熊本県 

熊本県では平成 28 年熊本地震の際に、震災前より協定を締結していた不動産関係団体（※）に、賃貸型応
急住宅に係る手続きの相談等を受け付けるコールセンターの運営を依頼した。 
コールセンターは（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会の熊本県支部に設置され、平成 28 年 10 月末ま

で運営された。県からは人件費等の業務に要する費用を負担金として支払った。 
 
※（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会、（公社）全日本不動産協会、（一社）熊本県宅地建物取引業
協会の３団体と、「災害時における民間賃貸住宅の提供に関する協定」（災害時に民間賃貸住宅の情報
提供及び住宅提供の協力を要請する内容）を締結していた。 

 

○ 不動産関係団体の協力により賃貸型応急住宅の集中的な受付期間を設けた例：広島県 

広島県では、平成 30 年 7 月豪雨の際の賃貸型応急住宅の入居申込について、平成 30 年７月 20～22 日に、
協定を結んだ不動産関係団体の協力を得て、7 市 4 町で 27 箇所の窓口を設置して、集中的に受け付けた（3
日間で県として 288 件、広島市 78 件の受付票を受理）。その後７月 23 日から主に各市町の住宅担当課にお
いて随時、入居申込の相談・受付を継続した。 
集中的な受付期間である、平成 30 年７月 20～22 日の 3 日間は、協定を結んだ不動産関係団体の協力を得

て、窓口で物件の紹介も行ったが、その後は、各市町で宅建業者を紹介し、被災者自ら物件を探していただ
いた。なお、市町の協力もあり、被災者自らが物件を探せないとの情報はなかった。 
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（４）入居の募集開始から入居決定まで 

 
◆ 概要 ◆ 

 
都道府県は、被災者に賃貸型応急住宅への入居の募集を開始する旨について周知し、不動産関係団体や宅

建業者と連携して被災者からの入居の相談対応を行いつつ、宅建業者を通じて被災者自らが探した物件に係
る申込を受け付け、入居申込書等の審査を行い、入居決定を行うこととなる。 
都道府県は、周知すべき内容を簡潔にまとめた「募集パンフレット」のひな形を事前に作成しておくこと

が望ましい。周知の方法としては、募集パンフレットの掲示・配布の他、ホームページ、行政連絡放送、マ
スコミを通じた広報、説明会の開催等がある。 
また、災害の規模や被害状況等によっては、賃貸型応急住宅への入居の申込時点において、罹災証明書が

交付されていないことも想定される。このため、賃貸型応急住宅への入居の申込時点においては、住宅被害
要件への適合を確認するために用いる罹災証明書(写し)の提出を必ずしも必要とせず、住宅被害要件への適
合の確認を後で行う運用もあり得る。ただし、その場合は罹災証明書(写し)が提出され、住宅被害要件への
適合が確認されるまで、賃貸型応急住宅としての供与の決定がなされない旨、被災者に的確に伝えることが
重要である。 
 

 

① 入居の募集開始の周知 
 
◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 不動産情報サイトに賃貸型応急住宅の候補物件を掲載した例：岡山県 

平成 30 年 7 月豪雨の発災後、（公社)岡山県宅地建物取引業協会と(一社)岡山県不動産協会が合同で運営
する不動産情報サイト「住まいる岡山」に、「被災者向け支援物件特集」ページを設置した。 
また、（公社)岡山県宅地建物取引業協会、(一社)岡山県不動産協会、（公社)全国賃貸住宅経営者協会連合

会は避難所にて現地相談会を実施し、制度の概要説明や物件の紹介等を行った。 
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○ 募集パンフレットの例：岡山県 
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出典：岡山県ホームページ 
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② 入居申込・審査 

 

◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 入居申込書類の例：広島県 
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出典：広島県資料 
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○ 罹災証明書の交付前でも入居申込を受け付けた例：熊本県 

平成 28 年熊本地震の際、熊本県では罹災証明書がまだ交付されていない被災者であっても、被害の状況が
全壊相当であることが写真で確認できれば申込を受け付けることとした。 
罹災証明書が交付されていない場合、被災者は入居申込書と共に、被災住宅の写真を貼付けた「被災した

住宅に関する確認書」を提出し、県は本確認書で全壊相当であることを確認の上、申込受付手続きを進めた。
なお、罹災証明書が交付された際には、県にて本確認書との突き合わせを行った。 
 
 

 

出典：熊本県ホームページ 
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○ 既に個人で契約して民間賃貸住宅に入居している場合でも賃貸型応急住宅として認めた例：岡山県 

平成 30 年７月豪雨における災害救助法の適用以降、既に個人で契約して入居している揚合でも、制度の条
件を満たし、貸主の同意が得られる揚合には、県、貸主、入居者が３者契約を締結することで、入居日に遡
って対象とした。 
貸主と入居者との間で既に締結している賃貸借契約に基づいて支払われた賃料及び一時金等の精算方法に

ついて当事者間で合意していること等の従前契約の清算に関する誓約書を添付して提出してもらい、審査の
結果問題がなければ入居決定通知書を送付し、３者契約を締結した。 
賃料については、従前契約の入居期間の開始日からの賃料を、県から支払った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 入居資格に「床上浸水以上」という独自基準を設けた例：広島県 

平成 30 年７月豪雨の際には、被災の程度が「半壊」以上の被災者等が災害救助法に基づく応急仮設住宅の
入居対象であったが、広島県では賃貸型応急住宅の入居資格に「床上浸水以上」という独自基準を設け、罹
災証明書の発行を待たずに迅速な申込受付・入居手続きを進めた。「床上浸水以上」であることについては、
市町の窓口で被災者から自宅の写真を示してもらい確認した。 
罹災証明書が発行された後、半壊未満の床上浸水であることが判明した場合は、災害救助法の対象外とな

るので、県・市町の単費で費用負担することとした（188 世帯（平成 30 年 11 月時点）が該当）。 
 

従前契約の清算に関する誓約書 

 

岡山県知事  伊原木 隆太  様 

 

 

岡山県被災者向け民間賃貸住宅借上げ住宅の入居につきまして、下記事項につ

いて誓約します。 

 

 

１．誓約事項 

下記物件について、貸主（又は貸主代理）と入居者は、入居日に遡った岡山県と

借上げ住宅賃貸借契約の締結にあたり、貸主（又は貸主代理）と入居者の間で既に

締結している賃貸借契約（従前契約）に基づき支払われた賃料及び一時金等の精算

方法について合意しました。 

今後、この件に関して疑義が生じた場合は、貸主（又は貸主代理）と入居者で協

議の上、解決するとともに、岡山県に対し一切の異議申し立ては行いません。 

 

２．物件概要 

所  在  地 ： 

名称・部屋番号 ： 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

貸主(又は貸主代理) 住 所                    

氏 名                 印  

 

入居者 住 所                     

      氏 名                 印  

 

出典：岡山県ホームページ 
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（５）入居決定から入居まで 

 

◆ 概要 ◆ 

 
都道府県は、宅建業者又は不動産関係団体より提出された各被災者の賃貸型応急住宅への入居申込書等の

記載内容及び各種要件への適合について審査を行い、当該記載内容に問題がなく、各種要件への適合が確認
できれば、当該被災者に連絡し、賃貸型応急住宅の供与を決定した旨の通知を送付することとなる。 
その後、３者間契約の場合、所有者・都道府県・被災者の３者で「賃貸型応急住宅用賃貸借契約書」を用

いて賃貸借契約を締結する。その際、媒介等を行う宅建業者は、宅地建物取引業法（昭和 27 年法律第 176
号)に基づき、賃貸借契約を締結するまでの間に、入居予定者に対して対象物件や契約条件に関する重要事項
の説明を行う。なお、２者間契約の場合は、都道府県と所有者との契約となり、都道府県・被災者間では使
用貸借契約となるため、宅建業者は被災者に対して重要事項説明は不要となる。しかし、入居中及び退去時
のトラブルを避けるためにも、民間賃貸住宅で生活する上で守るべきルールや、契約書に定める「禁止行為」、
「善管注意義務違反」、「住宅所有者が定める細則」及び「特約条項」等について、宅地建物取引士が被災
者に対面で説明することが望ましい。 
被災者の中には賃貸住宅の居住に慣れていない人が多いと想定されるため、一般の民間賃貸住宅における

共同生活のルールを適切に周知することが重要である。 
 

【参考．民間賃貸住宅での入居のしおり：（公社）全国宅地建物取引業協会連合会、（公社）全国宅地建物取
引業保証協会】 

（https://www.zentaku.or.jp/wp-content/themes/zentaku/pdf/research/report/research_project/archiv
e2013/h25_saigai-shiori.pdf） 
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【参考．賃貸物件を快適にご利用いただくための住まいのしおり：（公財）日本賃貸住宅管理協会】 
（https://www.jpm.jp/s_shiori/） 
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① 供与決定の通知、入居ルールの周知 
 
◆ 事前準備の例 ◆ 

○ 「使用許可通知書」の裏面に入居時のルールや注意事項を記載している例：茨城県 

茨城県は「応急仮設住宅（賃貸型応急住宅）実施運用マニュアル」を作成し、賃貸型応急住宅の事務処理
等について予め定めている。 
マニュアルでは諸手続きに必要な様式の雛型も準備しており、賃貸型応急住宅の「使用許可通知書」の裏

面に入居ルール等を掲載するようにしている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典:茨城県「応急仮設（賃貸型応急住宅）住宅実施運用マニュアル」令和元年 10 月 
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【参考．供与決定通知書の通知日以降の早期入居を認める運用】 
 大規模災害が発生した際には、賃貸型応急住宅の入居申込件数が非常に多くなり、所有者・都道府県・被
災者の３者による契約手続きが全て迅速に実施できない場合も考えられる。 
そのような場合、契約締結後に入居を認める通常の流れでは賃貸型応急住宅への迅速な入居が難しくなる

と考えられるため、都道府県から被災者への供与決定通知書の通知日以降であれば入居を認める運用も考え
られる（過去の災害においても同様の運用が実施された例がある）。 
 

【供与決定通知書の参考例（３者間で定期建物賃貸借契約を締結する場合を想定）】 
（様式第○号） 
                                 令和 年 月 日 
 
（申込者） 様 
                                  ○○県○○課長 

 
○○県賃貸型応急住宅供与決定通知書 

 
 令和 年 月 日付けで申込みのありました○○県賃貸型応急住宅への供与について、下記の
とおり決定したので、通知します。 

記 
 
１ 申込番号              
 
２ 供与する賃貸型応急住宅 
  所  在  地                       
  名称・部屋番号                       
 
３ 入 居 者 

   
   
   

 
４ 借上げ条件等 
  別紙申込書（様式第○号）記載のとおり。 
 
５ 契約にあたり県へ提出する書類 
  下記書類の提出について、宅建業者へ依頼してください。 
   ・供与決定通知書（本通知書）の写し   １部 
   ・○○県賃貸型応急住宅賃貸借契約書   ３部 
   ・重要事項説明書            １部 
   ・定期賃貸借契約についての説明書    １部 
   ・支払先申出書             １部 
     
６ そ の 他 
 ・ 本通知日以降入居可能となりますので、宅建業者を通じ、貸主様と入居期間を決定してく

ださい。 
 ・ 損害保険については、県が包括契約し加入していますので、補償内容について、県のホー

ムページをご確認ください。 
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◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 「入居決定通知書」に入居者負担となる修繕項目を記載した書面を添付した例：新潟県 

新潟県では、平成 23 年７月新潟・福島豪雨の際、賃貸型応急住宅の「入居決定通知書」に、入居者負担と
なる修繕や、退去時に入居者負担額が生じる可能性があること等を周知する書面を添付した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：新潟県「『平成 23 年７月新潟･福島豪雨』新潟県借上げ住宅事務処理要領」 
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② 契約手続きの実施、鍵の引き渡し 
 
◆ 事前準備の例 ◆ 

○ 宅建業者から鍵を渡す際に「鍵受領書」を求めている例：兵庫県 

兵庫県では、災害時民間賃貸住宅賃貸借・一時使用貸借契約の締結にあたり、鍵受領書の提出を求めるこ
ととしている。

出典：兵庫県提供資料 
 

賃貸型応急住宅 

賃貸型応急住宅 
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◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 重要事項説明書、契約書、定期賃貸住宅契約についての説明書の例（３者契約の場合）：岡山県 

【重要事項説明書】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　
借主 岡山県知事     転借人（入居者）　　　　　　　　　　　　　様　　　　

　下記の不動産について、宅地建物取引業法第35条・同35条の２の規定に基づき、次の通り説明します。この内容は重要ですから、

十分理解されるようお願いします。ただし印のない□欄、又は線で抹消した説明等は、関係のないことを示します。

㊞ ㊞

㊞ ㊞

建物及び貸主等の表示

階 号

階建

□ マンション □ アパート □ 戸建 □

氏名（商号又は名称）

住所（主たる事務所の所在地）

｢マンションの管理の適正化の推進に関する法律｣による登録を受けている場合はその番号

１　建物登記簿に記載された事項等( 現在）

□ 差押登記 □ 仮処分 □ ( ）
□ 仮差押 □ 所有権移転仮登記

□ 無 ・ □ 有 □ 抵当権 □ 根抵当権 □ 賃借権 □ ( ）

登記名義人と貸主が □ 同じ □ 異なる→ 理由：
※抵当権に対抗することができない賃借権については、抵当権の実行による競売がなされた場合、賃借人は競落人の
買受の日から６か月に限り、当該不動産の明渡しを拒むことができます。なお、敷金は競落人に引き継がれません。

２　建物賃貸借契約の種類・期間・更新等
定期借家契約

まで （ 間）

定期借家契約は更新のない借家契約です。

３　用途その他の利用の制限

住宅専用

□ ペット不可 □ ピアノ不可 □

４　法令に基づく制限の概要

□ 新住宅市街地開発法 □ 新都市基盤整備法 □ 流通業務市街地整備法 □ 農地法
□ その他（法令名：　　　　　　　　　　　制限の内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

土砂災害防止対策推進法による土砂災害警戒区域：□ 外 □ 内
宅地造成等規制法に規定する造成宅地防災区域　：□ 外 □ 内
津波災害防止対策推進法による津波災害警戒区域：なし

５　工事完了時における形状・構造等（未完成物件の場合）
本物件は未完成物件に □ 該当します。 □ 該当しません。

免許年月日

TEL

氏　　　名

登 録 番 号

重要事項説明書（建物賃貸借用）

宅
地
建
物
取
引
業
者

代表者の氏名

氏　　　名

登 録 番 号

業務に従事する
事 務 所 名

免許証番号

事務所所在地

業務に従事する
事 務 所 名

構　造

説
明
を
す
る
宅
地

建
物
取
引
士

取引
態様

供
託
所
等
に
関
す
る
説
明

代表者の氏名

主たる事務所
所在地 TEL

免許証番号

免許年月日

Ａ Ｂ

主たる事務所
所在地 TEL

商号又は名称商号又は名称

管理の

委託先

事務所所在地
TEL

床面積

新築年月

間取り

名義人の住所氏名

・

乙区

貸主の住所・氏名

名　称 所在地

TEL

甲区 所有権にかかる
権利に関する事項

種　類

□ 有

平成　 年　月　日

□ 無

用 途 制 限

利用の制限

種　類

期　間

所有権以外の
権利に関する事項

法令名

更　新

から
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【補足資料】

建物についての石綿使用調査結果の記録に関する事項

【石綿使用調査結果の内容は以下の通りです】

・石綿使用調査結果の記録（調査年月日 ）

・調査の実施機関  

・調査の範囲

・石綿使用の有無 □ 有 □ 無

（石綿の使用がある場合）

・石綿が使用されている箇所

建物の耐震診断に関する事項

【建物の耐震診断の結果について以下の書類を別添します】

□ 地方税法・租税特別措置法に定める「耐震基準適合証明書」の写し

□ 住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項に規定する「住宅性
能評価書」の写し（平成13年国土交通省告示第1346号別表２－１の
１－１耐震等級に係る評価を受けたものを含みます。）

□ 指定確認検査機関、建築士、登録住宅性能評価機関、地方公共団体が作
成した耐震診断結果の写し

※当該建物の建築確認通知書（確認済証）または検査済証に記載された建築確認通知書の交付年月日
　が昭和５６年５月３１日以前である場合に説明します。

建築確認通知書（確認済証）または検査済証がない場合には以下の通りとなります。
・居住の用に供される建物（区分所有建物を除く）の場合は、建物登記簿の表題部の建築年月日ま
　たは家屋課税（補充）台帳記載の建築年月日が昭和56年12月31日以前である場合に説明します。
・事業の用に供する建物の場合若しくは区分所有建物の場合は、建物登記簿の表題部の建築年月日
　または家屋課税（補充）台帳記載の建築年月日が昭和58年５月31日以前である場合に説明します。

備　　　　考

耐震診断の内容

石綿使用調査の内容

備　　　　考

出典：岡山県ホームページ 
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【岡山県借上住宅賃貸借契約書（定期建物賃貸借契約）（県・貸主・入居者（被災者））】 
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出典：岡山県ホームページ 
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【定期賃貸住宅契約についての説明書】 
 

 

平成  年  月  日 

 

定期賃貸住宅契約についての説明書 

 

                         貸 主（乙）住所                

                                氏名              印 

 

                          代理人      住所                

                                  氏名              印 

 

  甲及び乙並びに丙が、下記住宅について定期建物賃貸借契約を締結するに当たり、

借地借家法第３８条第２項に基づき、次のとおり説明します。 

 

記 

 

 

 

 

 

(1)住    宅 

 

所 在 地                        

名 称・部屋番号  

(2)入居期間 始期  平成   年     月     日から 
   年  月間 

終期  平成  年    月   日まで 

この住宅の賃貸借契約は、更新がなく、期間の満了により賃貸借は終了しますの 

で、特段の事情のない限り、期間の満了の日までに、上記住宅を明け渡さなければ

なりません。 

 

   

上記住宅につきまして、借地借家法第３８条第２項に基づく説明を受けました。 

 

                  平成  年  月  日 

                       借 主（甲）住所 岡山市北区内山下二丁目4番6号 

                            氏名  岡山県知事 伊原木 隆太 印 

                    入居者（丙）住所  

                            氏名               印 

 

 出典：岡山県ホームページ 
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○ 契約書、定期賃貸住宅契約についての説明書の例（２者契約の場合）：広島県 

【被災者向け借上げ住宅賃貸借契約書（定期借家契約）（貸主・県）】 
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出典：広島県資料 
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【定期建物賃貸借（定期借家）契約についての説明書】 

 

出典：広島県資料 
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【被災者向け借上げ住宅使用貸借契約書（県・借主（被災者））】 
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出典：広島県資料 
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（６）入居後の支払 

 

◆ 概要 ◆ 

 

都道府県は、供与した賃貸型応急住宅に係る契約の開始日以降に、当該住宅の所有者、当該契約に係る宅
建業者及び損害保険会社等に対して、退去修繕負担金、仲介手数料、損害保険料等の入居に際して必要とな
る費用や賃料等の毎月必要となる費用の精算・支払を行うこととなる。 
このため、都道府県は支払事務に係る処理を可能な限り効率的かつ迅速に行うべく、都道府県内の支払に

係る事務処理の方法について事前に確認するとともに、必要に応じて、金融機関や不動産関係団体と協定を
締結する等により、所有者や宅建業者等への費用の支払事務に係る業務委託について、事前に検討・調整し、
準備しておくことが重要である。 
 

 

◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 家賃の支払いに係る事務を簡素化した例：熊本県 

平成 28 年熊本地震の際、熊本県では賃貸型応急住宅の家賃の支払いについて、当初は１契約ごとに支払手
続きを行っていた。しかし、作業量が膨大になることから、支払データ（支払先、支払額等）を表計算ソフ
ト（日割も自動計算）で作成の上、支出命令書は支払総額でまとめて 1 本で起票する「総合振込方式」とし、
支払データを金融機関に渡し、支払いを行うこととした。 
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○ 賃貸型応急住宅の家賃支払等を外部委託した例：山形県、新潟県 

（山形県） 
東日本大震災の被災県からの避難者に対する賃貸型応急住宅の供与を実施するにあたり、事務量の軽減を

図るため、また、家賃等を委託先とダブルチェックすることによりミスを防止できるなどのメリットを考慮
し、外部委託することとした。 
＜受 託 者＞公益社団法人山形県宅地建物取引業協会 

公益社団法人全日本不動産協会山形県本部 
＜業務内容＞被災者の入退去手続や家主への家賃の支払い等（住宅所有者と被災者への連絡等は県が実施）。 

なお、家賃等は受託者を介して債権者である家主に支払うこととしたが、地方自治法では債
権者に対してしか支払うことができないとされていることから、家主等から「受領委任状」
を受託者に提出してもらい、受託者からも「受領委任状」の提出を受けたという証明書を提
出してもらって対応した。 

 

【業務フローと役割分担】 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新潟県） 
 東日本大震災の避難者に対する賃貸型応急住宅の供与に際して、平成 24 年４月から「家賃の振込」「入居
申込みの対応」「(解約による)退去の手続き」を、(公社)新潟県宅地建物取引業協会（以下「宅建協会」とい
う。)に業務委託し、被災者との「更新確認作業（書類の郵送・回収）」は県が実施した。 
 平成 24 年度の取扱い件数は 1,500 件程度。 
 平成 25 年度から損害保険契約の締結、解約及び保険料の支払い事務も宅建協会へ業務委託。 
 

業務委託契約

山形県

住宅所有者 被災者

賃貸借契約
（賃料･修繕負担金)

各会員(宅建業者)

県宅協及び
全日県本部

借上げ決定通知、入居決定通知
借上げ賃料、業務委託料等の支払

借上げ料・
負担金の支
払い（受領
委任）

入居申込等の送付

借上げ住宅
申込み

入退去決定
通知

仲介手数料等支
払い（受領委任）

借上げ決定通知

申込み 通知

出典：山形県提供資料より作成 
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（７）入居者の支援、入居管理 

 

◆ 概要 ◆ 

 
賃貸型応急住宅では、被災者が散在して入居することになるため、入居者の孤立防止を図る必要がある。

このため、戸別訪問による見守り、避難生活上の課題や生活再建に向けたニーズの把握と情報提供、関係機
関の紹介や調整、イベントの開催、交流の場の設置・運営等が行われた事例がある。居住支援協議会等の団
体が組織されている場合には、これらの団体との連携を図ることが有効である。 
また、被災者の現況等の把握、禁止・制限行為（転貸等）の防止等の観点から、賃貸型応急住宅の適正な

管理を図るため、都道府県は、被災者が賃貸型応急住宅へ入居していること等について、定期的に確認する。
この際、市町村と連携したり、不動産関係団体へ業務委託することも有効である。 
 

 

【参考．居住支援協議会の概要】 

住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子育て世帯、その他住宅の確保に特に配慮を
要する者）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体、不動産関係団体、居住支援団
体等が連携（住宅セーフティネット法（※）第 51 条第１項）し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸
人の双方に対し、住宅情報の提供等の支援を実施。 
※ 住宅セーフティネット法（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律） 

（１）設立状況 96協議会が設立（令和２年２月 28日時点） 
・都道府県（全都道府県） 
・区市町（49 市区町） 
北海道札幌市、旭川市、本別町、横手市、鶴岡市、さいたま市、千葉市、船橋市、千代田区、新宿区、
文京区、台東区、江東区、品川区、豊島区、北区、杉並区、板橋区、練馬区、葛飾区、大田区、世田谷
区、江戸川区、八王子市、調布市、町田市、日野市、狛江市、多摩市、川崎市、横浜市、鎌倉市、岐阜
市、名古屋市、岡崎市、京都市、宇治市、豊中市、岸和田市、神戸市、宝塚市、姫路市、広島市、東み
よし町、北九州市、福岡市、大牟田市、うきは市、熊本市 

（２）居住支援協議会による主な活動内容 
・メンバー間の意見・情報交換 
・要配慮者向けの民間賃貸住宅等の情報発信、紹介・斡旋 
・住宅相談サービスの実施 
（住宅相談会の開催、住宅相談員の配置等） 

・家賃債務保証制度、安否確認サービス等の紹介 
・賃貸人や要配慮者を対象とした講演会等の開催 

（３）支援 
居住支援協議会が行う住宅確保要配慮者に対する民間賃貸
住宅等への入居の円滑化に関する取り組みを支援 
 

 〔令和２年度予算案〕 
共生社会実現に向けたセーフティネット機能強化・推進事
業（10.5 億円）の内数 

 
 

 

 

出典:国土交通省ホームページ 
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◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 民間事業者と連携して賃貸型応急住宅の入居状況を把握した例：和歌山県 

和歌山県では、平成 23 年台風第 12 号の被災者に対し賃貸型応急住宅を供与した際、「和歌山県被災者向
け民間住宅借上げ事業実施要綱」において協力者（宅建業者）が入居者の入居状況を常時的確に把握するも
のとした。不動産関係団体は無償で協力した。 
 
【和歌山県被災者向け民間住宅借上げ事業実施要綱（抄）（一部下線強調）】 
（協力者の役割） 
第６条 協力者は、借上げ対象住宅への入居の申込みを受理した場合は、速やかに県に提出するものとする。 
２ 協力者は、別添「和歌山県借上げ住宅賃貸借契約書」（以下「契約書」という。）及び別添「重要事項説
明書」を作成のうえ、県に提出するものとする。 

３ 協力者は、入居者の入居状況を常時的確に把握するよう努めるとともに、入居者が借上げ住宅を退去した場
合は、県に速やかに報告するものとする。 

 

 

出典：和歌山県提供資料 
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（８）供与期間満了に伴う対応 

 
◆ 概要 ◆ 

 
賃貸型応急住宅の入居者は、契約期間の終了に伴い退去する。定期建物賃貸借契約の場合、契約期間満了

により確定的に賃貸借契約が終了する。地方公共団体は入居者に対し、期間満了後の意向を調査するととも
に、借地借家法第 38 条第４項に基づき、期間満了の１年前から６ヶ月前までの間に、期間の満了により建物
の賃貸借が終了する旨の通知を行った上で、明渡請求を行う。 
退去の際には、入居者立会いのもと退去時の物件確認を実施する。原状回復等が必要な部分があり、かつ

退去修繕負担金を超える原状回復費用等がある場合、その差額は入居者の負担となること、残置物の有無に
ついて確認し、残置物がある場合は、その処分費用は入居者の負担になることを説明する。 
また、賃貸型応急住宅の入居者（被災者）が、当初の契約期間内で退去できないやむを得ない事情がある

場合、入居期間を延長することがある。賃貸型応急住宅として定期建物賃貸借契約の「再契約」や普通建物
賃貸借契約の「更新」をする場合、不動産関係団体や宅建業者の協力があると住宅所有者との交渉等も円滑
に進む。 
なお、賃貸型応急住宅の供与期間終了後、入居者と住宅所有者が直接、賃貸借契約を締結し、一般の賃貸

住宅として継続して入居する場合がある。この場合、賃貸型応急住宅から一般賃貸住宅に円滑に移行できる
よう、不動産関係団体等と協力しながら支援することが望ましい。 
【参考】 
○「災害時における民間賃貸住宅の活用（「手引書」の取りまとめ）について」 
（社援総発 1204 第１号 国土動第 127 号 国住備第 157号 平成 24 年 12 月４日） 
（http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000013.html） 

 上記の「手引書」では、借主である都道府県が賃貸型応急住宅の取扱いを理解していることから、都道府県が契約期間
終了の６ヶ月前までに、貸主（住宅所有者）と入居者（被災者）、それぞれに「○月○日までに契約が終了することを確
認する」旨の通知を行い、双方から回答書を受理するよう記載されている。 
 

 

 

 

 

 

○「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン（再改訂版）」（国土交通省住宅局 平成 23 年） 
（http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000020.html） 

 

借地借家法（平成３年 10 月４日法律第 90 号）（抄）（一部下線強調） 
（定期建物賃貸借）  
第 38 条  期間の定めがある建物の賃貸借をする場合においては、公正証書による等書面によって契約をするときに限
り、第 30 条の規定にかかわらず、契約の更新がないこととする旨を定めることができる。この場合には、第 29 条第
１項の規定を適用しない。  

２ 前項の規定による建物の賃貸借をしようとするときは、建物の賃貸人は、あらかじめ、建物の賃借人に対し、同項の
規定による建物の賃貸借は契約の更新がなく、期間の満了により当該建物の賃貸借は終了することについて、その旨を
記載した書面を交付して説明しなければならない。  

３ 建物の賃貸人が前項の規定による説明をしなかったときは、契約の更新がないこととする旨の定めは、無効とする。  
４ 第１項の規定による建物の賃貸借において、期間が１年以上である場合には、建物の賃貸人は、期間の満了の１年前
から６月前までの間（以下この項において「通知期間」という。）に建物の賃借人に対し期間の満了により建物の賃貸
借が終了する旨の通知をしなければ、その終了を建物の賃借人に対抗することができない。ただし、建物の賃貸人が通
知期間の経過後建物の賃借人に対しその旨の通知をした場合においては、その通知の日から６月を経過した後は、この
限りでない。  

５ 第１項の規定による居住の用に供する建物の賃貸借（床面積（建物の一部分を賃貸借の目的とする場合にあっては、
当該一部分の床面積）が 200平方メートル未満の建物に係るものに限る。）において、転勤、療養、親族の介護その他
のやむを得ない事情により、建物の賃借人が建物を自己の生活の本拠として使用することが困難となったときは、建物
の賃借人は、建物の賃貸借の解約の申入れをすることができる。この場合においては、建物の賃貸借は、解約の申入れ
の日から１月を経過することによって終了する。  
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【参考．一般賃貸住宅における明渡しの手順】 

契約終了により、借主は、当該物件を使用すべき権原を失うことから、当該物件を明渡す必要がある。通
常は、借主側が任意に履行するので、明渡しが完了しているかを確認する。仮に、任意の明渡しが完了して
いない場合には、法的手続きにより明渡しを実現することになる。  

 

＜任意の明渡しの場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜任意の明渡しがない場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：（一社）全国賃貸不動産管理業協会提供資料 
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① 退去時の対応 
 
◆ 事前準備の例 ◆ 

○ 退去手続きのフローを準備している例：静岡県 

静岡県は、「静岡県応急仮設住宅の供給における
事務の手引き」において、賃貸型応急住宅の退去事
務の流れに係る、事務の手引き（フロー図）や「退
去届（入居者が県に提出）」、「退去状況確認書（市
町が県に提出）」等の様式を作成している。 
退去事務の流れは、契約期間満了に伴って供与期

間（災害救助法適用期間）の延長がない場合の他、
供与期間（災害救助法適用期間）の延長がある場合、
及び、契約解除（入居者の自己都合による退去）の
場合も想定している。 
明渡しには、住宅所在地の市町担当者、入居者、

住宅所有者（不動産業者）の３者が立ち会い、「退
去状況確認書」を市町が県に提出する。「退去状況
確認書」には、室内の損傷状況、残置物の有無等を
記載し、退去時の状況を確認することとしている。 
 
 
 
 
 
 
 

 

【契約期間満了：供与期間（災害救助法適用期間）の延長がない場合のフロー図】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考文献：静岡県「静岡県応急仮設住宅の供給における事務の手引き」 

退去状況確認書 
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○ 明渡し後の残置物の処分、原状回復にかかる費用負担について契約条項で取り決めている例：香川県 

香川県は、「民間賃貸住宅借上げマニュアル～応急仮設住宅（借上型）～」において、事務処理のフロー
や各種様式を準備している。 
入居者に対しては、入居の際に、「香川県借上住宅実施要綱」と「香川県借上住宅事務処理要領」につい

て承諾し、退去修繕負担金を超える原状回復費用が発生した場合の差額を負担する旨の「誓約書」の提出を
求めている。一方で県、貸主（住宅所有者）及び入居者が締結する賃貸借契約書では、明渡し後に入居者の
残置物があった場合は、必要に応じて貸主（住宅所有者）が処分し、処分費用を入居者に請求できることと
している。 

 
【香川県借上住宅賃貸借契約書 契約条項（抄）】 甲：借主（香川県知事） 乙：貸主 丙：入居者 

（明渡し及び明渡し時の修繕） 
第 14 条 前条により甲及び丙は、本契約を終了させる場合には、明渡し日の１か月前までに乙に通知する。 
２ 甲及び丙は、第 11 条の規定により本契約が解除された場合にあっては、直ちに本物件を明け渡さなけれ
ばならない。 

３ 甲及び丙は、明渡しの際、引渡しを受けた本物件の鍵及び複製した鍵を乙に返還するものとする。 
４ 本契約終了時に本物件等内に残置された丙の所有物について、本物件を維持管理するために当該丙の所有
物を緊急に処分しなければならないやむを得ない事情がある場合は、丙がその時点でこれを放棄したもの
とみなし、乙は、これを必要な範囲で任意に処分し、その処分に要した費用を丙に請求することができる。 

５ 本物件の明渡し時における本物件の原状回復工事は、乙が行うものとする。 
６ 乙は、丙の故意又は過失による損壊に対する修繕費用を除き、丙に対し、退去修繕負担金以外の原状回復
に要する費用の請求を行わない。 

７ 乙は、丙の故意又は過失による損壊に対する修繕費用について、退去修繕負担金で賄えなかった分につい
ては、丙に請求することができる。 

 

【香川県借上住宅事務処理要領（案）（抄）】 
 （退去後の精算行為） 
第 15 条 借上住宅を退去する入居者は、貸主等が行う退去時の物件確認に立ち会わなければならない。 
２ 貸主等は、前項の確認の結果、当該入居者による契約期間中の故意又は過失による損壊の修繕費用が必
要となったときは、退去修繕負担金を超える当該修繕に係る額を当該入居者に請求することができる。 

 

 
 

 
 

参考文献：香川県「民間賃貸住宅借上げマニュアル～応急仮設住宅（借上型）～」平成 31 年３月（改訂）  
（https://www.pref.kagawa.lg.jp/content/etc/web/upfiles/wj3rxd190319141251_f03.pdf） 
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◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 供与期間満了の前に支援策を案内、必要に応じて伴走型支援を実施した例：熊本県 

熊本県では平成 28 年熊本地震の際の賃貸型応急住宅を２年間の定期借家契約に基づき供与していた。定期
借家契約では、賃貸人は契約期間が満了する１年前から６カ月前までの間に、賃借人に対して期間の満了に
より契約が終了することを通知しておく必要があるが、その通知は賃貸人から県に、県から被災者に対して
行った。 
供与期間満了時に退去できなくなってしまうことがないよう、退去日の 40 日前までに「退去届」の提出が

ない等の場合は、被災者への電話による状況確認や、訪問等による伴走型支援を行った。その際、県で用意
している、自宅再建・民間賃貸住宅への入居・公営住宅への入居、それぞれの再建方法に応じた支援策を案
内した（⇒P.265 参照）。 
 

○ 被災１年後に仮設住宅入居者の住まいの見通しを把握した例：岡山県 

岡山県では平成 30 年７月豪雨から１年経過した時点で、市町村と共同で応急仮設住宅（建設型応急住宅・
賃貸型応急住宅）入居者にアンケートを実施し、災害公営住宅への入居希望の有無や自宅再建等の今後の住
まいの見通し・希望、及び、希望する住まいを確保しようとする際に困っていること（情報・資金・融資制
度・業者等）の状況を把握した。また、応急仮設住宅入居者が今後居住を希望する地区や居住地選択の際に
重視することについても把握し、災害公営住宅の立地検討にも活用された。 
 

○ ６カ月間の使用貸借契約とし、その都度被災者の再建状況を把握した例：広島県 

広島県では、平成 30 年７月豪雨の被災者に供与する賃貸型応急住宅について、貸主と県が 1 年間の定期借
家契約、県と入居者が 6 か月間の使用貸借契約を締結し、被災者の再建状況に応じて再契約を締結する仕組
みとした。 
県は使用貸借契約期間が満了する６カ月ごとに、被災者に再契約の意向確認を実施し、住宅再建が困難な

ケースでは市町の住宅部局と地域支え合いセンター等の福祉部局が連携し再建に向けたサポートを行ってい
る。また，市町や住宅金融支援機構と連携し，災害復興融資等の活用について周知を図っている。 
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○ 個別訪問による退去後の住まいの確認、生活保護世帯へのフォロー：熊野市、紀宝町（三重県） 

三重県では、平成 23 年の台風第 12 号の際に供与し
た賃貸型応急住宅（22 戸）の入居者に対して、市町の
職員が個別に聞き取りを行った。 
具体的には、被災者生活再建支援金を紹介しつつ、

今後の住まいの予定（自宅を修理する、自宅を再建す
る、ほかの民間賃貸住宅に移る）を確認した。 
また、生活保護受給者に対しては、熊野市は福祉事

務所が、紀宝町は福祉課が、必要に応じて一般的な生
活保護に切り替えられるように対応した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 恒久住宅の確保・再建に関する計画書の例：つくば市（茨城県） 

つくば市では、平成 24 年５月６日に発生した竜巻の被災者に対する賃貸型応急住宅の入居募集の際に、予
め「入居後に再建計画書の提出が必要」である旨を周知した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：三重県提供資料 

平成　　年　　月　　日

氏　　　名 印

住　　　所

避難先住所

電話　自宅

　　　携帯

氏名 続柄 生年月日 氏名 続柄 生年月日

り 災証明

入居日
平成２ ４ 年
　月　日

退去予定日
平成　年
　月　日

入居期限
平成　年
　月　日

半年更新
有 ・ 無

元の居住形態

恒 久 住 宅
確保の計画

H24. 7 H24. 8 H24. 9 H24. 10 H24. 11 H24. 12

H25. 1 H25. 2 H25. 3 H25. 4 H25. 5 H25. 6

H25. 7 H25. 8 H25. 9 H25. 10 H25. 11 H25. 12

恒久住宅の確保・再建に関する計画書　第１ 回

同 居 者

全壊　・　大規模半壊　・　半壊　・　その他（　　　　）

持ち家　・　借家　・　雇用促進住宅　・　その他（　　　　）

１ 　住宅を建て替える。

２ 　住宅を修繕し ，住める状態にする（雇用促進住宅を含む）。

３ 　賃貸住宅を借り る。

４ 　親族と 同居する。

５ 　市営住宅への一般入居を希望する。

恒久住宅確保
のスケジュ ー

ル

H24. 7
設計

H24. 8 H24. 9 H24. 10
工事

H24. 11 H24. 12

H25. 1 H25. 2 H25. 3
引っ 越し

H25. 4 H25. 5
入居期限

H24. 7
修繕工事

H24. 8 H24. 9 H24. 10
引っ 越し

H24. 11
入居期限

H24. 7
賃貸住宅を探

す

H24. 8 H24. 9 H24. 10 H24. 11 H24. 12

H25. 1
賃貸借契約

H25. 2
引っ 越し

H25. 3 H25. 4 H25. 5
入居期限

恒久住宅確保
のスケジュ ー

ル

恒久住宅確保
のスケジュ ー

ル

恒久住宅確保
のスケジュ ー

ル

スケジュ ール記入例

例①　住宅を建て替える。

例②　住宅を修繕する。

例③　賃貸住宅を借り る。

（入居更新）

（入居更新）

出典：つくば市提供資料 
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○ 入居者の過失による修繕費用負担について、入居者が債務を承継する覚書を締結：熊本市 

熊本市は、平成 24 年 7 月九州北部豪雨の際に供与
した賃貸型応急住宅について、入居者が継続入居を希
望した場合、借上げ期間中の入居者過失による破損、
損傷等による修繕等の費用負担が発生した際に、借主
である市に債務が発生しないよう、入居者が債務を引
き継ぐ覚書を作成し、借上げ契約期間満了時に市・貸
主・入居者の３者にて締結した。 
なお、入居者の要望があれば敷金を畳、襖替え等の

修繕費に充てられることとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 供与期間終了後に入居者が住宅所有者と契約して継続入居した例 

災害名 地方公共団
体名 

賃貸型応
急住宅
（戸） 

うち一般賃
貸住宅とし
て継続入居
（戸） 

継続入居に関する支援 

新潟県中越地震 
（平成 16 年） 新潟県 174 12 市町村がチラシを配布し手続き、家賃

補助制度を案内 

台風第 12 号 
（平成 23 年） 

和歌山県 41 13 市町村が個別訪問にて要望を聞き取
り、契約手続きを支援 

三重県 22 11 市町が個別訪問にて要望を聞き取り、
契約手続きを支援 

九州北部豪雨 
（平成 24 年７月） 

福岡県 53 19 市町が個別訪問にて要望を聞き取り、
契約手続きを支援 

熊本市 64 21 
市がアンケートで要望を把握。入居者
の要望があれば、敷金を畳、襖替え等
の修繕費に充当。 

 

 

 

出典：熊本市提供資料 

各県への聞き取りにより作成 
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② 更新・再契約時の対応 
 
◆ 過去の災害における取組の例 ◆ 

○ 平成 28年熊本地震における賃貸型応急住宅の再契約の手続きの例：熊本市 

熊本市は、貸主及び入居者共に再契約の意向があり、供与期間内に退去できないやむを得ない理由があり
市の定める要件に該当すると認められた場合に限り、市・貸主・入居者の三者で新たな契約（契約期間１年
間の定期建物賃貸借契約）を締結することで、賃貸型応急住宅の供与期間を延長することとした。 
 
 
 

出典：熊本市ホームページ 
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○ 東日本大震災における賃貸型応急住宅の再契約の手続きの例：宮城県 

宮城県は、東日本大震災の際に供与した賃貸型応急住宅（平成 26 年３月 31 日時点で約 16,000 戸）につ
いて、供与期間を「３年間⇒４年間」へ１年間延長することとした。 
宮城県は、賃貸型応急住宅を定期建物賃貸借契約に基づき供与していたので、入居期間を延長するために

は再契約が必要であった。 
まずは県が、契約期間終了の６～８ヶ月程度前に、貸主又は管理者に「定期建物賃貸借契約終了の事前通

知書兼再契約意向確認書（以下、「意向確認書」）」を用いて再契約の意向を確認した。この「意向確認書」
は、借地借家法第 38 条４項に基づく「賃貸借が終了する旨の通知」を兼ねるものとなっているので、貸主は
「意向確認書」を提出すれば、法第 38 条４項に基づく通知も行ったことになる。 
次に県は、貸主が「再契約可」の物件については入居者に意向を確認した。入居者が期間延長を求めた場

合は、再契約の手続きを行う。 
一方、貸主が「再契約不可」の物件については、入居者に契約期間終了の通知を行った。自立再建が困難

な入居者に対しては、①プレハブ仮設住宅、②公営住宅等、③民間賃貸住宅のいずれかへの転居が必要であ
ることを周知し、各入居者が転居希望先の市町村窓口に早めに相談するよう案内した。 
 
 

 

【再契約の手続きフロー】            【定期建物賃貸借契約終了の事前通知書兼再契約意向確認書】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：宮城県ホームページ 

参考文献：宮城県ホームページ 
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